
■ 畜産・酪農経営安定対策に1,668億円計上

■ 新チーズ事業、60万㌧に㌔14円60銭助成

平成23年度の農林水産関係一般会計予算総額は２兆

2,712億円で前年比7.4％減となった。

牛乳乳製品課関係では、23年度の酪農経営安定対策

の目玉事業として、チーズ向け生乳供給安定対策事業

（新チーズ事業）に87億6,800万円が新規計上された。

チーズ事業は22年度まで、チーズ向け生乳の供給拡

大部分に奨励金が交付されてきた。しかし、農水省は、

民主党政権が掲げた酪農の所得補償対策について検討

する過程で、現行の不足払い制度を堅持した上で、今

後の需要の伸びが期待できるチーズ向け生乳全量に対

する助成を拡充して酪農経営の安定を図る方針を決

定。22年度に一般会計で措置した「国産チーズ供給拡

大対策事業」（所要額28億1,800万円）、農畜産業振興機

構の自主財源で措置した「生乳需要創出緊急対策支援

事業」（58億円）の合計額を上回る87億6,800万円を、昨

年８月に一般会計予算として財務省に概算要求した。

財務省との間では、チーズ向け生乳全量に一律助成

する仕組みについて予算折衝が難航したが、最終的に

は新チーズ事業が酪農経営の安定につながる政策意義

を財務省に理解してもらい、概算要求通りの予算を確

保した。新チーズ事業では、チーズ向け乳量60万㌧に

対し、１㌔当たり14円60銭の助成金が交付される。
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■ ナラシにチーズ追加、補給金制度と一体運用

■ 酪農環境負荷軽減含め4事業で酪農経営安定図る

また、新チーズ事業の実施に伴い、従来は脱脂粉乳

やバターなど特定乳製品向け生乳を対象にしていた加

工原料乳生産者経営安定対策事業（ナラシ事業）の対象

品目にチーズを追加。加工原料乳と同様に、チーズ向

け乳価が下落した場合に下落分の８割を補てんする

「加工原料乳等生産者経営安定対策事業」に前年度同額

の60億円（基金への国の拠出分）を計上。新チーズ事業

と補給金制度の一体的な運用が決まった。

平成23年度一般会計で新チーズ事業に88億円
政府は昨年12月24日の臨時閣議で、平成23年度一般会計政府予算案を決定した。農水省牛乳乳製品課関

係では、酪農経営安定対策の柱としてチーズ向け生乳供給安定対策事業（新チーズ事業）に88億円が新規

計上された。また、従来は加工原料乳補給金単価などと同時に決める畜産・酪農関連対策も決定した。今号

では主な事業の概要を紹介する。
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平成2 2年度 平成2 3年度 

国産チーズ供給拡大対策事業 
チーズ向け生乳の供給量が過去３ヵ年平均よりも拡大し
た場合に奨励金を交付 

チーズ向け生乳供給安定対策事業 
チーズ向け生乳の供給量に応じて一律の助成金を交付 

※平成22年度は、この対策に加え、生乳需要創出対策を措置 

 
 14.6円/Kg

供給量に応じて一律の助成金 

チーズ向け供給量 
60万トン 

｝ 
  
 奨励金 

チーズ向け供給量 
42万トン 

拡大部分 
14万トン 

｝ 

過去3ヵ年平均 
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なお、「加工原料乳生産者補給金」については、前年

度と同額の219億5,000万円が計上されたが、補給金単

価は牛乳生産費を踏まえ、今年度中に開催される食

料・農業・農村政策審議会畜産部会で、限度数量ととも

に決定される予定。

一方、畜産企画課が要求していた「酪農環境負荷軽

減支援事業」には63億4,700万円が新規計上された。こ

の事業は22年度までの資源循環型酪農推進事業を組み

替えたもの。経産牛１頭当たりの飼料作付面積が基準

面積（北海道40アール、都府県10アール）以上の酪農家

が、堆肥の適正還元など環境負荷の軽減につながる取

り組みを実施した場合、取り組み内容をポイントに換

算。15ポイント以上を獲得した酪農家に１ヘクタール

当たり１万5,000円の奨励金を交付する。基準面積に

は、農作業受委託による飼料作付面積や二期作などの

裏作利用面積をそれぞれ延べ面積として加算できるた

め、飼料作付面積が小さい都府県の酪農家でも事業を

利用しやすい要件にした。

農水省は23年度、これら４事業で試行的に酪農経営

安定対策を実施することにしている。

■ 学乳事業は前年予算比3割減

■ 乳業再編事業は生産局予算で確保

牛乳乳製品課が一般会計で要求していた「学校給食

用牛乳等供給推進事業」は９億6,000万円で前年度予算

に比べ30.5％減少した。学乳事業は、昨年11月に行わ

れた行政刷新会議の事業仕分けで、「予算要求額を最

低２割以上削減する」ことが決定。22年度予算額13億

8,100万円と比べると３割以上減額した。メニュー事

業として、低温殺菌牛乳を導入した場合に200cc当た

り４円、ヨーグルトの供給に１個２円65銭、保育所や

幼稚園での牛乳の新規飲用に200cc当たり４円40銭が

認められた。しかし、要求していた老人ホームでの新

規飲用については、児童・生徒の飲用習慣の定着とい

う学乳事業の趣旨に合わないため、認められなかった。

また、22年度は一般会計で措置されず、農畜産業振

興機構の財源で実施した乳業再編整備等対策事業は、

生産局全体の事業である「産地活性化総合対策事業」

（107億円の内数）に組み込まれ、一般会計予算で確保

された。

牛乳乳製品課関係では、事業仕分けの影響で予算額

が削減された学乳事業以外は、ほぼ概算要求通りの予

算額と内容が認められた。しかし、生産者団体が要求

していた生クリーム等対策は、概算要求していなかっ

たことや、チーズと違って輸入品と競合しないことな

どを理由に措置されなかった。

■ 農畜産業振興機構の財源不足で

■ 23年度の畜産・酪農関連対策も決定

23年度の一般会計予算の決定と併せて、農畜産業振

興機構の自主財源で実施する畜産業振興事業（関連対

策）も決定した。農水省は23年度の一般会計の概算要

求にあたり、これまで関連対策を措置してきた機構の

自主財源が枯渇していることなどを背景に、既存の関

連対策を見直して一般会計に組み替えて要求。一般会

計の決定と同時に、機構財源による関連対策も決定す

る異例の予算編成となった。

この結果、23年度の一般会計と機構財源による関連

対策の総額は1,810億2,200万円で5.1％減となった。内

訳は、畜産・酪農経営安定対策（一般会計と機構財源の

合計）に1,668億3,900万円で5.0％減、機構財源による

経営安定対策以外の関連対策は141億8,300万円で6.3％

減となった。

経営安定対策以外の酪農関連対策では、傷病時の酪

農ヘルパー利用事業と牛群検定の支援事業が統合され

た「酪農経営安定対策補完事業」に５億円が計上。この

ほか、①生乳流通の効率化に必要な施設などに貸し付

けする「畜産高度化支援リース事業」に48億9,400万円

（貸付枠）②負債の償還や家畜伝染病発生で深刻な影響

を受けている酪農経営に長期で低利な資金を融資する

金融機関に利子補給する「畜産特別支援資金融通事業」

に18億700万円③口蹄疫や鳥インフルエンザなど家畜

伝染病が発生した場合に備えた互助基金の造成を支援

する「家畜防疫互助基金造成等支援事業」に19億5,400

万円（基金規模）―などが措置された。


